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１０　改正履歴
令和４年４月１日（保育士宿舎借り上げ支援事業に係る、補助対象経費及び補助率の改
正）
令和５年３月３１日（補助金の終期の修正）

別紙の保育所定員増に伴う減収分助成事業については、小規模保育事業所及び事業所内
保育事業所を除く。

別紙に定める額

補正予算による増額後の予算の範囲内

平成29年4月1日

令和10年3月31日

「私立保育園等」とは、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第35条第4項の規定に
より認可された保育所及び幼保連携型認定こども園並びに同法第34条の15第2項の規定
により認可された小規模保育事業所及び事業所内保育事業所をいう。

私立保育園等

別紙に定める経費

白井市待機児童対策事業費補助金交付要綱

所管課 保育課

待機児童対策事業費補助金

「子ども・子育て支援事業計画」の着実な推進を図り、もって待機児童の解消に資する
ため。



別紙
補助対象事業 補助対象経費 補助基準額 補助率

保育所定員増に伴
う減収分助成事業

市からの要請に基づき私立保
育園等が認可定員を増やすに
当たり、公定価格の基本分単
価が減少する場合に、運営費
の減少額（小規模保育事業所
及び事業所内保育事業所を除
く）

定員変更をした前年度1
年間における公定価格
基本単価総額を12で除
した額

基準額と各月の公定価
格を比較して減少してい
る額又は定員変更をした
前年度1年間における公定
価格基本単価総額と補助
年度の1年間における公定
価格基本単価総額を比較
して減少している額のど
ちらか少ない方の額。

保育士通勤用駐車
場借り上げ支援事
業

以下の要件を満たす者に通勤
用駐車場を借り上げる事業の
実施に要した経費
1.対象となる者の要件は次の
ものとする。
　①保育士資格を有した常勤
保育士又は保育士資格を有し
た１日６時間、月２０日以上
勤務の保育士であること。
　②補助を受ける私立保育園
等から自宅までの通勤経路が
２Km以上であるもの。
　③補助を受ける私立保育園
等から対象となる駐車場まで
は、おおむね５００ｍ以内に
あること。
２．対象となる経費は次のも
のとする。
　①駐車場借り上げに係る賃
借料
　②その他市長が認める経費

１台当たり月額
５，０００円

私立保育園等が対象物件
を賃貸借している場合は
①によるものとし、対象
となる者が自身で対象物
件を賃貸借している場合
は②によるものとする。
①賃貸借している土地の
車両収容台数から対象と
なる者の駐車台数の割合
に応じて実支出額を按分
し、按分した額と補助基
準額とを比較して少ない
方の２分の１の額。
②補助対象経費の実支出
額と補助基準額を比較し
て少ない方の２分の１の
額。

保育士宿舎借り上
げ支援事業

以下の要件を満たす者に「保
育士宿舎借り上げ支援事業実
施要綱」に定める事業の実施
に要した経費
1．対象となる者は次のもの
と
　する。
　①平成29年4月以降に新規
で採用された者で、国「保育
士宿舎借り上げ支援事業実施
要綱」に定める対象期間に該
当する者であること。
　②保育士資格を有した常勤
保育士又は保育士資格を有し
た1日6時間、月20日以上勤
務の保育士であること。
　③白井市内に住民票を有す
る者であること。
　④世帯主又はこれに準ずる
者であること。
2．対象となる経費は次のも
のとする。
　①賃借料
　②共益費又は管理費
　③礼金
　④更新料
　⑤その他市長が認める経費

※宿舎に係る車両駐車場代は
補助対象外
※同一法人内での異動は、当
法人に採用された日から起算

「保育対策総合支援事
業費補助金交付要綱」
の別表中「保育士宿舎
借り上げ支援事業」に
定める基準額

補助対象経費（※）に４
分の３を乗じた額と補助
基準額とを比較して少な
い方の額。

※補助対象経費に保育士
本人負担がある場合は、
その額を差し引いた額が
補助対象経費となる。


